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〔　要　　約　〕
「認定こども園」制度化には、その背景として進む少子化と不況による就職難、教育・保育ニーズの
多様化に伴い、これまでの幼稚園・保育所だけでは対応できない状況が顕在化したことがある。親の就
労の有無で利用施設が限定された（働いていれば保育所、働いていなければ幼稚園）こと。少子化の進
む中、幼稚園・保育所別々では子どもの育ちにとって大切な子ども集団が小規模化し、幼稚園・保育所
の運営に悪い影響がでてきたこと。保育所待機児童が２万人存在する一方で、幼稚園は10年で10万人減
少したこと。育児不安の大きい専業主婦への支援が大幅に不足したこと。これらの問題を解消し、多様
なニーズに対応するために「認定こども園」が創設された。
本稿では、「認定こども園」創設に至るまでと、創設後の「認定こども園」制度の変遷について考察
する。
Ⅰ．はじめに
幼稚園・保育所の盛衰は主に、国の時代背景や社会
情勢、子どもの家庭の労働形態と経済状況等に左右さ
れる。
戦後73年、山形県内の産業は多様化したが、長引く
不況のため共稼ぎをする家は依然として多く、核家族
化も進んだため、保育所等の託児施設へのニーズは高
い。しかしながら、保育所等の託児施設の数は不足し
ており、保育所入園待機児童の問題は依然として解消
されていない。
これは山形県内だけではなく、全国的にもあてはま
る状況である。
保育所の受け入れが叶わなかった「保育に欠ける」
子どもを受け入れ、共稼ぎ家庭のニーズに応えるため
に延長保育をする幼稚園も増加したが、学校という制
度に所属する幼稚園は、保育所のように土曜・日曜・
祭日を問わず子どもを預かることはできない上、平日
でも保育所並みの長時間預かり保育ができない。幼い
子どもを抱えながら経済上の理由で共働きせざるをえ
ない家庭のニーズに充分に応えることは到底できてい
ない状況にある。
こういったことに加えて、進む少子化と不況による
就職難、教育・保育ニーズの多様化に伴い、これまで
の幼稚園・保育所だけでは対応できない状況が顕在化
したこと。親の就労の有無で利用施設が限定された
（働いていれば保育所、働いていなければ幼稚園）こ
と。少子化の進む中、幼稚園・保育所別々では子ども
の育ちにとって大切な子ども集団が小規模化し、幼稚
園・保育所の運営に悪い影響がでてきたこと。保育所
待機児童が２万人存在する一方で、幼稚園は10年で10
万人減少したこと。育児不安の大きい専業主婦への支
援が大幅に不足したこと。これらの問題を解消し、多
様なニーズに対応し、現状を打開する対策の一環と
して、また国の「幼・保一元化」奨励により、2004年
（平成16年）末、文部科学省所轄の中教初等教育分科
会と厚生労働省所轄の社会保障審議会児童部会が合同
で「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した
総合施設について（審議のまとめ）」を政府に提出し
た。この「総合施設」構想は、１年間のモデル事業を
経て、2006年成立の「認定こども園法」によって「認
定こども園」という名称で普及していった。
しかしながら「認定こども園」は、「総合施設」か
ら単に名称変更をして創設されたわけではない。
瓜生・川端らによると、当初の「総合施設」構想は、
当時の小泉内閣がおこなった行政改革としての「幼保
一元化」をめざしたものであった。
「総合施設」は、小泉内閣の「骨太法悪心2003」
に盛り込まれた「国庫補助負担金合理化方針」の
中で「児童育成のための体制の設備」として、そ
の設置が提案されたことによった構想である。幼
稚園・保育所、あるいは、文部科学省・厚生労働
省、いずれの側からも要望がでていたわけではな
い。１）
当時の政府の論調では、幼稚園、保育所に加えて、
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「第三の施設」としての「総合施設」をつくることを
目指していたと考えられるが、幼稚園・保育所の関係
者からは、自分たち及び文部科学省・厚生労働省が要
望してもいない「第三の施設」ができることで、幼稚
園・保育所間でこれまで起こっていた子どもの取り合
いに加えて更なる子どもの取り合いが起こり、幼稚園
と保育所の経営難ひいては経営破綻を呼び込むような
「総合施設」創設に対する猛烈な反発があったことは
想像に難くない。
このため、モデル事業を経るうちに、法案の名称
から「幼保一元化」と「総合施設」という言葉は消え、
「教育、保育等の総合的な提供」をするという表現に
変わった。
国会議論で、政府は認定こども園が第三の施設を
創設しているのではなく、既存の幼稚園と保育所
を活用するために創設するのだとし、幼保を一体
的に設置する施設に関する法整備ではなく、あく
まで現行幼保の二元制度を前提としたものである
と答弁している。総合施設構想に関わった無藤も、
「認定こども園」は「幼保の制度を維持し、その
限りにおいて、幼保の合同の施設を作るというも
のである。認定こども園は・・・独自の教育・
保育要領や基準や予算は特に設けられていない
か、最小限に抑えられている。あくまで既成のも
のを活用する形で実施される」と解説している
（2006）。２）
Ⅱ．2006年（平成18年）創設の「認定こども園」
１．創設当初の認定こども園
認定こども園担当の部局としては、まず文部科学
省・厚生労働省合同の「幼保連携室」が創設され、
次いで文部科学省・厚生労働省より上位の内閣府に
「幼保連携推進室」が置かれ、所轄することとなっ
た。
内閣府の「就学前の子どもに関する教育、保育等
の総合的な提供の推進に関する法律」いわゆる「認
定こども園法」第３条によると、認定こども園は、
1．教育基本法の学校の定義に基づき、幼児の学校
教育を行うこと（幼稚園機能）
2．児童福祉法に従い、保育を必要とする子どもの
保育を行うこと（保育所機能）
3．地域の事情や保育者の要請により、必要な子育
て支援を行うこと
とされいる。この要件を満たした認定こども園数
は、2007年８月の内閣府幼保連携推進室発表による
と全国で105園である。
各都道府県の認定状況（2007年８月１日時点　幼
保連携推進室）
（2007年８月１日時点　幼保連携推進室）
山形県の認定数については、内閣府の資料集によ
ると2012（平成20年）４月１日現在で４園である。
１－２．認定こども園のタイプ
　就学前の教育・保育を一体として捉え、一貫して提
供する新たな施設である認定こども園には、以下の４
つのタイプが認められている、
①　幼保連携型：認可幼稚園と認可保育園とが連携
して一体的な運営をおこなうことにより、認定
こども園としての機能を果たすタイプ
②　幼稚園型：認可幼稚園が、保育に欠ける子ども
のための保育時間を確保するなど、保育所的な
機能を備えて認定こども園としての機能を果た
すタイプ
③　保育所型：認可保育所が、保育に欠ける子ども
（表１）各都道府県の認定状況
（表２）認定こども園の認定件数（H20．4．1現在）
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以外の子どもを受け入れるなど、幼稚園的な機
能を備えることで認定こども園としての機能を
果たすタイプ
④　地方裁量型：幼稚園・保育所いずれの認可もな
い地域の教育・保育施設が、認定こども園とし
ての機能を果たすタイプ３）
（内閣府「認定こども園参考資料集」p.3による）
１－３．認定基準
１－３－１．対象年齢
国基準では、対象年齢を何歳にするかは施設の判断
によるとしている。
山形県では、「３歳以上から就学前の子ども」とし
ている。４）
１－３－２．職員資格
国基準としては、０歳～３歳未満児については「保
育士資格」保有者、３歳児～５歳児については幼稚園
教諭免許状と保育士資格証明書の併有者が望ましいが、
併有しない者を排除しないよう配慮するとしている。
将来的には、幼稚園教諭免許と保育士資格を併有す
る資格を持つ、いわゆる「保育教諭」５）を養成校で
養成するという案もでていた。この「保育教諭」とい
う名称は「認定こども園法」第14条（職員）と第15条
（職員の資格）に明記されている。職員資格としては、
３歳未満児までは保育士資格保有者を、３歳児から５
歳児は幼稚園教諭免許と保育士資格の併有を求めてい
る。６）
（山形県私立幼稚園・認定こども園協会「平成27年度　
山形県　幼稚園・認定こども園ガイドbook」p.9による）
（山形県私立幼稚園・認定こども園協会「平成28年度　
山形県　幼稚園・認定こども園ガイドbook」p.008による）
（表３）認定こども園の類型と財政措置
（表４）幼稚園・認定こども園・保育所の違い
（表５）幼稚園・認定こども園・保育所の違い
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山形県の基準では、「山形県認定こども園の認定基
準及び運営の基準に関する規程（平成18年10月10日山
形県告示第932号）」第９条で、認定こども園の満３歳
以上～就学前の子どもの教育・保育については幼稚園
教諭免許と保育士資格の併有をもとめている。
第９条　認定こども園は、満３歳以上の子どもの
教育及び保育を行う者について、幼稚園の教員の
免許状及び保育士となる資格を併有する者を配置
するよう努めるものとする。
ただし、幼稚園型と地方裁量型については、以下の条
件付きで幼稚園免許状保有者であって保育士資格を併
有しない者も可としている。
第４条　幼稚園型認定こども園又は地方裁量型認
定こども園の認定を受ける場合であって満３歳以
上の子どものうち長時間利用児の保育に従事する
者を保育士とすることが困難であるときは、幼稚
園の教員の免許状を有する者であって、その意欲、
適性及び能力等を考慮して適当と認められるもの
が保育士となる資格の取得に努めていると認めら
れる場合に限り、その者を当該長時間利用児の保
育に従事する者とすることができる。
また、保育所型と地方裁量型についても、第４条２項
で保育士資格のみの保有者を認めている。
２　保育所型認定こども園又は地方裁量型認定こ
ども園の認定を受ける場合であって学級担任を幼
稚園の教員の免許状を有する者とすることが困難
であるときは、保育士であって、その意欲、適性
及び能力等を考慮して適当と認められるものが幼
稚園の教員の免許状の取得に努めていると認めら
れる場合に限り、その者を学級担任とすることが
できる。
下記は、内閣府による当時の認定こども園設定基準に
関する国の指針である。
Ⅲ．改正「認定こども園法」
１．2012年（平成24年）認定こども園法一部改正法
（未施行）　
2006年（平成18年）に認定こども園法（６月15日
公布、10月１日施行）が制定されたが、これには
「施行後５年の検討規定」（附則第３項）がついて
いた。
政府は、この法律の施行後５年を経過した場合
において、この法律の施行の状況を勘案し、必
要があると認めるときは、この法律の規定につ
（表６－１） （表６－２）
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いて検討を加えその結果に基づいて必要な措置
を講ずるものとする７）
　これを踏まえ政府は、2008年（平成20年）10月、翌
年３月、2010年（平成22年）１月、2012年（平成24年）
３月と計４回の検討を重ね、2012年（平成24年）６月
に自公民３党合意に基づき、「認定こども園法の一部
改正案」を提出した（議員立法）。
　改正案の要点は以下のとおりである。
・幼保連携型認定こども園を「学校及び児童福祉
施設としての法的位置付けを持つ単一の施設」
に改善
・既存の幼稚園及び保育所からの移行は義務付け
ず、政策的に推進
・設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉
法人のみ
・財政措置は、既存３類型も含め、認定こども園、
幼稚園、保育所を通じた共通の「施設型給付」
で一本化→　消費税を含む安定的な財源を確保
（内閣府　参考資料集による
http://www8.cao.go.jp/shousi/shinseido/meeting/
kodomo_kosodate/k_3/pdf/s9.pdf）
この改正案で特に着目すべきは、「幼保連携型認定
こども園」を「法的位置付けを持つ単一の施設」とし
て、他の３タイプの認定こども園よりも重きを置いて
いる点であろう。
しかしながらこの改正案は、施行に至らなかった。
２．2014年（平成26年）告示、2015年（平成27年）施
行「認定こども園法」
2015年（平成27年）施行の「認定こども園法」：
正式名称「就学前の子どもに関する教育、保育等の
総合的な提供の推進に関する法律」８）には、
この法律において「認定こども園」とは、次条
第一項又は第三項の認定を受けた施設、同条第
九項の規定による公示がされた施設及び幼保連
携型認定こども園をいう。
とあり、創設当初並列扱いであった４タイプの認定
こども園から、幼稚園と保育園を合わせたものであ
る「幼保連携型認定こども園」が認定こども園のい
わば代表格となり、幼稚園型・保育所型・地方裁量
型は法律上これに準ずる扱いとなったことが大きな
変更点である。以降、「幼保連携型認定こども園教
育・保育要領」が認定こども園における教育および
保育の指針として扱われ、他のタイプの認定こども
園はこれを参照することとなった。
内閣府、文部科学省、厚生労働省が認定こども園
法第10条第１項に基づき、2014年（平成26年）４月
30日に公示した教育・保育要領では、以下の３方針
がポイントとなった。
①　幼稚園教育要領及び保育所保育指針との整合
性の確保
・　幼稚園教育要領及び保育所保育指針におい
て，環境を通して行う教育及び保育が基本
とされていることを踏まえ，幼保連携型認
定こども園においても環境を通して教育及
び保育を行うことを基本としたこと
・　教育及び保育のねらいや内容等については，
健康，人間関係，環境，言葉，表現の五つ
の領域から構成するものとしたこと
②　小学校教育との円滑な接続に配慮
・　幼保連携型認定こども園における教育及び
保育が，小学校以降の生活や学習の基盤の
育成につながることに配慮し，乳幼児期に
ふさわしい生活を通して，創造的な思考や
主体的な生活態度などの基礎を培うように
したこと
・　幼保連携型認定こども園の園児と小学校の
児童の交流の機会を設けたり，小学校の教
師との意見交換や合同の研究の機会を設け
たりするなど連携を通じた質の向上を図る
ものとしたこと
③　幼保連携型認定こども園として特に配慮すべ
き事項の明示
・　０歳から小学校就学前までの一貫した教育
及び保育を園児の発達の連続性を考慮して
展開していくものとしたこと
・　園児の一日の生活の連続性及びリズムの多
様性に配慮するとともに，保護者の生活形
態を反映した園児の在園時間の長短，入園
時期や登園日数の違いを踏まえ，園児一人
（表７）認定こども園法の改正について
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一人の状況に応じ，教育及び保育の内容や
その展開について工夫をするものとしたこ
と。特に，入園及び年度当初は，生活の仕
方やリズムに十分に配慮するものとしたこ
と
・　教育及び保育の環境の構成の工夫について，
満３歳未満の園児と満３歳以上の園児それ
ぞれ明示したこと９）
この「幼保連携型教育・保育要領」第１章総則　
第１－１－（4）に「保育教諭等」という名称が初め
てでてくる。「保育教諭」とは、認定こども園で働
く保育者の職名で、幼稚園教諭免許と保育士資格を
併有する（５年間は経過措置で片方だけで可）。こ
の「保育教諭」という名称は「認定こども園法」第
14条（職員）と第15条（職員の資格）に明記されて
いる。
Ⅳ．おわりに
「認定こども園」制度化には、その背景として進む
少子化と不況による就職難、教育・保育ニーズの多様
化に伴い、これまでの幼稚園・保育所だけでは対応で
きない状況が顕在化したことがある。親の就労の有無
で利用施設が限定された（働いていれば保育所、働い
ていなければ幼稚園）こと。少子化の進む中、幼稚
園・保育所別々では子どもの育ちにとって大切な子ど
も集団が小規模化し、幼稚園・保育所の運営に悪い影
響がでてきたこと。保育所待機児童が２万人存在する
一方で、幼稚園は10年で10万人減少したこと。育児不
安の大きい専業主婦への支援が大幅に不足したこと。
これらの問題を解消し、多様なニーズに対応するた
めに「認定こども園」が創設された。親の就労の有無
にかかわらず施設利用ができ、既存の幼稚園の活用に
より待機児童が解消され、育児不安の大きい専業主婦
家庭への支援を含む地域子育て支援の充実が見込まれ
るという期待を担って創られた「認定こども園」では
あったが、待機児童問題に限って言えば、まだまだ問
題解消には至っていない。
次稿では、これまでの認定こども園法の制定と変遷
を踏まえ、これらをさらに考察した上で、2017年（平
成29年）改定・告示され、2018年（平成30年）施行さ
れた「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」とそ
れに係る諸問題について考察したい。
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平成期における認定こども園の制度と変遷
SUMMARY
Hiroko  KOBAYASHI:
On the Process of Developing Certified Centers for Early Childhood Education
and Care and on their Systems in Heisei Period
　　　To solve problems of declining fertility society, children on nursery school waiting lists, housewives’ child-
raising anxiety, certified Centers for Early Childhood Education and are was established by the government.
　　　This study aims to consider about the system and the transition on the certified Centers for Early Childhood 
and Care in Heisei Period.
(Uyo Gakuen College) 
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